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研究要旨： 

 地方自治体における健康危機発生時のリスクコミュニケーション（ERC）の計画・体制整

備等に関する実態を把握するために、都道府県・保健所設置市等の保健衛生部局を対象と

した質問紙調査を企画し、そのための基礎資料として、法令・指針等の行政文書のレビュ

ーと実務経験の豊富な専門家を対象とした予備調査を行い、行政における ERC の扱いや実

施体制に係る留意点を把握した。ERC は計画や指針等によって異なる意味で用いられる場

合があること、必ずしも「リスクコミュニケーション」という用語が使用されずに類似の

業務・行為が規定される可能性があることが明らかになった。専門家の助言から、ERC を

包括的に所管する部局が存在することは稀であり、健康危機の個々の事象を所管する部局

単位で扱いが異なる自治体が多い可能性も示唆された。得られた知見を踏まえて調査項目

を見直し、次年度の本調査に繋げる予定である。 

 

 

Ａ．研究目的 

 健康危機発生時には、効果的なリスクコミ

ュニケーション（RC）により住民やコミュニ

ティの予防行動を促進し、健康被害の予防と

拡大防止につなげることが重要である。本研

究では、健康危機発生時の RC(Emergency 

RC(ERC))について、行政機関における ERC の

計画・実施に関するモデルの開発を最終的な

目的として、地方自治体における ERC の計

画・体制整備等に関する実態を把握するため

に、都道府県・保健所設置市等の保健衛生部

局を対象とした質問紙調査を企画した。その

ための基礎資料として、法令・指針等の行政

文書のレビューと実務経験の豊富な専門家を

対象とした予備調査を行い、行政における

ERC の扱いや実施体制に係る留意点について

整理した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．法令・指針等のレビュー 

 行政文書等における RC/ERC の扱いについ

て、定義と実務担当者に焦点を当てて把握す

ることを目的として、特に健康危機管理に関

連する法令・指針等をレビューし整理した。 

２．地方自治体の ERC に関する実態調査 

 わが国の地方自治体の保健衛生部局におけ

る、ERC に関する計画・指針の整備、関係機

関との連携、人材確保・育成等の現状を把握

し、今後の体制整備に向けた基礎資料とする

とともに、課題を抽出することを目的として、

調査票を用いた実態調査を企画した。当初、

全国の都道府県・保健所設置市等の衛生主管

部局を対象として、質問紙調査を実施する計

画であったが、研究班での議論で、RC/ERC に

関連する用語の整理や担当部局と業務の現状

について事前に把握する必要性が認識された。

そのため、今年度は、健康危機管理の知見と

経験が豊富な自治体関係者に意見聴取の目的

で、試験的な調査票を用いた予備調査と意見
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聴取を行い、調査の実施と調査票の内容につ

いて必要な知見の整理を行った。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は政策研究であり、人を対象とした

調査等は実施していないため倫理面での特段

の配慮は必要としない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 法令・指針等のレビュー 

１）行政文書等における RC/ERC の定義 

 RC の一般的な定義としては、米国 National 

Research Council（1989）の「リスクコミュ

ニケーションは、個人、グループ、組織の間

で情報や意見を交換する双方向的なプロセス

であり、リスクの性質に関する多様なメッセ

ージや、そのほかにも狭い意味でリスクに関

するものに限らず、懸念や意見、あるいはリ

スクメッセージに対する反応や、リスクマネ

ジメントのための法的・制度的対応に対する

反応を表明するメッセージを含む」がよく知

られている。また、より近年では、安全・安

心科学技術及び社会連携委員会が「リスクコ

ミュニケーションの推進方策（2014）」の中

で、「リスクのより適切なマネジメントのた

めに、社会の各層が対話・共考・協働を通じ

て、多様な情報及び見方の共有を図る活動」

と定義している。いずれの定義にも、双方向

的なコミュニケーションの要素が含まれてい

るが、保健医療分野の法令・指針等で ERC/RC

を明確に定義している事例は少数であった。

以下に該当事例を示す。 

• 「地域保健対策の推進に関する基本的な

指針」（以下、「基本指針」） 

国、都道府県及び市町村は、健康危機の
発生時に地域住民が状況を的確に認識し
た上で行動ができるよう、適切に情報を
提供し、地域住民や関係者との相互の情
報及び意見の交換(以下「リスクコミュニ
ケーション」という。)を実施するよう努
める必要がある 

• 新型インフルエンザ等対策ガイドライン

（平成２５年６月２６日 （令和４年６月

３０日一部改定） 

（見出しとして）情報提供・共有（リス
クコミュニケーション） 

• 防災基本計画 

国〔内閣府，文部科学省，国土交通省等〕
及び地方公共団体は，津波に関する想
定・予測の不確実性を踏まえ，津波発生
時に，刻々と変わる状況に臨機応変の避
難行動を住民等が取ることができるよう，
防災教育等を通じた関係主体による危機
意識の共有，いわゆるリスクコミュニケ
ーションに努め，津波想定の数値等の正
確な意味の理解の促進を図るものとする 

• 令和 3年度東京都食品衛生監視指導計画 

（見出しとして）食品安全に係る関係者
相互間の意見交換（リスクコミュニケー
ション） 

 「基本指針」、「東京都食品衛生監視指導

計画」では、上記の定義に近い双方向のコミ

ュニケーションを含意した定義が示されてい

たが、防災基本計画では、「防災教育等を通

じた関係主体による危機意識の共有」とされ

ており、教育による知識・情報の提示に重き

が置かれていた。また、新型インフルエンザ

等対策ガイドラインでは、情報提供・共有を

リスクコミュニケーションとみなした記載で

あった。 

 なお、「地域健康危機管理ガイドライン（平

成１３年３月）」には、「リスクコミュニケ

ーション」という文言を直接使用してはいな

いが、RC に関連する下記の記載がある。 

被害の拡大防止、住民の不安の解消及び
風評等による混乱の回避を図るために、
一般住民に対して、被害の状況、健康危
機の対処法や注意事項等を迅速かつ正確
に情報提供する必要がある。 
マスメディア、インターネット等を積極
的に活用し、不特定多数の住民に正確な
情報を迅速に提供するとともに、電話や
対面による相談窓口を開設し、個別相談
に対応する体制を確保することも有効で
ある。 
健康被害の拡大の防止のためには、一般
住民に対し、被害状況、基本的な対処方
法、注意事項等について普及啓発を行う
ことにより、住民一人一人による適切な
予防対策が行われる必要がある。 

２）担当者 

 RC/ERC の担当者については「新型インフル

エンザ等対策ガイドライン」に下記の記載が

ある。 

都道府県等は、新型インフルエンザ等の
発生時には、記者発表により随時住民に
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対して情報提供を実施することとなるこ
とを踏まえ、実務担当の責任者とは別に、
新型インフルエンザ等に関する広報担当
責任者の下に情報提供担当チームを置く
等、国の体制を参考に必要な体制を整備
する。（中略）リスクコミュニケーショ
ンの担当者の養成を行う等、広報体制の
強化を図る。 

 

２.地方自治体の ERC に関する実態調査 

１）予備調査票の作成（資料参照） 

① RC/ERC に関する条件設定 

 調査の主題である「健康危機に関するリス

クコミュニケーション」について、上記レビ

ューの結果、RC という用語は一般に普及しつ

つあるが、行政という文脈において RC の指す

業務・行為に関する認識が組織や部門、担当

者によって異なることが想定された。また、

RC に相当する取り組みが、「情報提供・共有」、

「広報」など別の用語（業務名・行為名）の

下で行われている場合も少なくないと考えら

れた。したがって、調査の際は RC/ERC につい

てより幅広く捉えることをねらいとして、調

査票の冒頭に「リスクコミュニケーションに

ついては、「情報提供・共有」、「広報活動」

など様々な用語が用いられるため、本調査で

は「リスクコミュニケーション（情報提供・

共有、広報活動など）」と記載します。」と、

但し書きを付した。 

② 調査項目の設定 

 RC については、統治者と当事者の間のリス

ク認知のギャップの把握やそれに応じたリス

クメッセージの作成など、コミュニケーショ

ン自体が課題としてとりあげられることが多

いが、本研究は、RC/ERC の行政における制度

化に向けた実態把握と課題抽出であるため、

計画の有無やそれに基づく体制整備の状況、

他部門との連携、人材の確保・育成、専門家

の関与、首長の関与などに着目して、調査項

目を設定した。また、COVID-19対応を通じて

得られた課題、新たな取り組みについても確

認することとした。 

③ 調査対象の設定 

 実際に RC/ERC に関わる都道府県・保健所設

置市等（指定都市、中核市、その他政令市、

特別区）の衛生主管部局（全国 157か所）を

対象とした。都道府県型保健所については、

直接 RC/ERC に関与する機会は少ないという

研究班の意見をふまえて対象には含めないこ

ととした。 

２）専門家の指摘・助言 

 都道府県、保健所設置市等の保健衛生行政

または危機管理行政に従事した経験が豊富で、

健康危機管理に関する知見を有する専門家９

名に、調査票への回答の試行を依頼するとと

もに、設問内容や構成、使用されている用語

などについて指摘・助言を得た。 

 特に、計画や指針等について、調査項目に

含めた事象（食品安全、感染症、自然災害、

テロなど）ごとに保健衛生部局内あるいは他

部局などに所管が分かれており、すべてにつ

いて保健衛生部局として回答することは困難

であること、健康危機の発生に関する情報を

迅速に検知する体制の整備、科学的根拠に基

づいた情報提供を行う体制の整備など、判断

の補助となるような具体的な取組み（事業な

ど）を提示した方がよい、といった指摘を複

数の専門家から受けた。 

 なお、今回協力が得られた専門家の所属自

治体の状況からは、下記の実態が推察された。 

• 計画・指針の策定状況は健康危機の事象

間でばらつきがあり、食品安全では多く

の自治体で策定されていること 

• ERC の担当課を指定している自治体は多

いが、担当者の指定や専門職の任用は少

ないこと 

• ERC に関する職員の研修・訓練を実施して

いる自治体は少ないこと 

• 外部の専門家が関与する体制をとってい

る自治体は少ないこと 

 また、全ての自治体で同一回答となるよう

な設問はわずかであり、ERC の整備状況につ

いて自治体間で差があることが推察された。 
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Ｄ．考察 

 健康危機管理において ERC は重要な要素で

あることはよく知られている。しかし、ERC

に中心的に関わることが期待される地方自治

体において、ERC に関する業務や行為が共通

認識をもって受け入れられていない可能性が

あることが、行政文書等のレビューや専門家

の助言などから示唆された。RC に相当する内

容は、「情報提供・共有」、「広報活動」、

「普及・啓発」など様々な用語で表現され、

計画・指針による用いられ方も異なっていた。

防災基本計画では、「津波災害対策」におい

てのみ、「リスクコミュニケーション」とい

う用語が使用されているなど、同じ計画の中

でも扱いの差がみられた。 

 「基本指針」など、双方向性を重視した本

来の RC の定義が用いられている文書がある

一方で、「新型インフルエンザ等対策ガイド

ライン」では、「情報提供・共有」という扱

いにとどまり双方向性の意図が明確でないな

ど、同じ「リスクコミュニケーション」とい

う用語でも、計画・指針により意味するとこ

ろが異なる可能性があることにも注意すべき

である。したがって、ERC に関する計画や指

針、取り組みの実態を把握するためには、よ

り具体的な業務等に言及する形で質問項目を

設定することが求められる。 

 また、ERC に相当する業務・行為は、食品

安全、感染症、自然災害など、自治体の所管

部局単位で実施されており、健康危機管理に

関する ERC が包括的に扱われるケースは少な

い可能性も示唆された。担当部局ごとに把握

する必要があるため、今後予定する本調査で

は、調査対象を拡大することも検討する。 

 令和 5年 3 月に改正された「基本指針」で

は、国や都道府県、市町村だけでなく、保健

所も RC を担う機関であると明記された。ERC

においては、今回調査対象としている都道府

県や保健所設置市の役割が大きいが、ERC を

計画・実施する上での保健所との連携につい

ては把握しておく必要があるため、質問項目

の追加・見直しを行う。 

 

Ｅ．結論 

 わが国の自治体における ERC の計画・体制

整備に関する実態を把握するために、都道府

県と保健所設置市等の保健衛生部局を対象と

した質問紙調査を企画し、そのための基礎資

料として、法令・指針等の行政文書のレビュ

ーを行い、行政における RC/ERC の扱いの現状

を把握した。RC/ERC は計画や指針等によって

異なる意味で用いられる場合があること、必

ずしも「リスクコミュニケーション」という

用語が使用されずに類似の業務・行為が規定

される可能性があることが明らかになった。 

また、予備調査上の知見ではあるが、ERC を

包括的に所管する部局が存在することは稀で

あり、健康危機の個々の事象を所管する部局

単位で扱いが異なる自治体が多いことも明ら

かになった。法改正等により国・地方の健康

危機管理のあり方の見直しが進む中で、自治

体の ERC の実態を把握する意義は大きい。事

前の調査等で得られた知見を踏まえて調査項

目を見直し、次年度早期に本調査を行う予定

である。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 
 特になし 
２．学会発表 
 特になし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし 
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Ⅰ．健康危機に関するリスクコミュニケーションの体制整備について

１．整備している（実際の対応または訓練で検証した）

２．整備している（検証はしていない）

３．整備していない（準備・計画中）

４．整備していない

５．わからない

１．整備している（実際の対応または訓練で検証した）

２．整備している（検証はしていない）

３．整備していない（準備・計画中）

４．整備していない

５．わからない

１．首長・副首長

２．議員

３．事務系職員（危機管理部局）

４．事務系職員（保健衛生部局）

５．事務系職員（広報担当部局）

６．公衆衛生医師

７．保健師

８．その他の技術系職員

９．関係機関（公的）の担当者

10．関係機関（民間）の担当者

11．外部専門家

12．住民代表

13．その他

14．わからない

地方自治体（保健衛生部局）の健康危機に関する
リスクコミュニケーションの体制等の実態調査（予備調査）

問１ 貴自治体では、健康危機の発生に関する情報を迅速に検知する体制を整備していますか。

問２
貴自治体では、健康危機発生時に住民に対して科学的根拠に基づいた情報提供を行う体制を整
備していますか。

問３
貴自治体では、健康危機発生時に住民に向けたメッセージを作成するにあたり、どのような方々が
関与しますか。〔複数回答可〕

リスクコミュニケーションについては、「情報提供・共有」、「広報活動」など様々な用語が用いられる
ため、本調査では「リスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）」と記載します。

具体的に

- 1 -

資料
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１．テレビ（地上波）

２．インターネットテレビ

３．自治体ウェブサイト

４．ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）

５．動画配信

６．メールサービス

７．その他

１．電話相談窓口・コールセンターの設置

２．メールシステム

３．ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）

４．ＡＩチャットボット

５．公開会議等の開催

６．その他

７．特に用いていない

１．整備している（実際の対応または訓練で検証した）

２．整備している（検証はしていない）

３．整備していない（準備・計画中）

４．整備していない

５．わからない

１．整備している（実際の対応または訓練で検証した）

２．整備している（検証はしていない）

３．整備していない（準備・計画中）

４．整備していない

５．わからない

問４
貴自治体では、健康危機発生時の住民への情報提供・共有の方法としてどのような手段を用いて
いますか。〔複数回答可〕

問５
貴自治体では、健康危機発生時に住民の意見を聴くためにどのような手段を用いていますか。
〔複数回答可〕

問６ 貴自治体では、健康危機発生時に住民（当事者等）と意見交換を行う体制を整備していますか。

問７ 貴自治体では、健康危機発生時に住民の行動や反応を分析・評価する体制を整備していますか。

具体的に

具体的に
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①  中央省庁

②  都道府県本庁（市区町村の方）

③  管内市区町村本庁（都道府県の方）

④  管内保健所

⑤  危機管理担当部局

⑥  広報担当部局

⑦  警察

⑧  消防

⑨  医療機関

⑩  医師会・歯科医師会・薬剤師会

※「健康危機発生時の対策本部」・・・災害時の保健医療福祉調整本部、新型コロナウイルス感染症の対策本部など

１.含まれている（実際の対応または訓練で検証した）

２.含まれている（検証していない）

３.含まれていない（含む方向で準備・計画中）

４.含まれていない

５.わからない

わ
か
ら
な
い

問８
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）について、以下に挙げ
る行政機関・部局・関係機関等との連携体制を構築していますか。〔各１つに回答〕

構
築
し
て
い
る
（

実
際
の
対
応

ま
た
は
訓
練
で
検
証
し
た
）

構
築
し
て
い
る

（

検
証
は
し
て
い
な
い
）

構
築
し
て
い
な
い

（

準
備
・
計
画
中
）

構
築
し
て
い
な
い

1 2 3 4

1 2 3

1

5

4 5

5

4

2 3 4

5

5

1 2 3 4

1 2 3

問９
貴自治体では、「健康危機発生時の対策本部※」の役割としてリスクコミュニケーション（情報提供・
共有、広報活動など）が含まれていますか。

1 2

4 5

3 4 5

1 2 3

1 2 3 4

5

4 5

1 2 3 4 5

1 2 3
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Ⅱ．リスクコミュニケーションの計画・指針等について

※感染症予防計画や地域防災計画等の包括的な計画・指針の一部に記載がある場合も含みます。

①  食品安全・食中毒

②  医薬品等

③  飲料水

④  感染症（新型インフルエンザ等感染症と新型コロナウイルス感染症を除く）

⑤  新型インフルエンザ等感染症（新型コロナウイルス感染症を含む）

⑥  自然災害

⑦  放射線・原子力災害

⑧  テロ・武力攻撃

⑨  あらゆる健康危機事象（原因は問わない）

⑩  その他

問10①～⑩のいずれか１つ以上で「１.」または「２.」策定していると回答された方にお聞きします

※複数の計画・指針がある場合は、いずれかに記載があれば該当ありとしてください。

１.リスクコミュニケーションの定義

２.都道府県・市町村との連携

３.部局間の連携

４.関係機関との連携

５.情報収集の方法

６.住民の行動や反応を分析・評価

７.情報提供・公開の方針

８.情報提供・公開の方法（使用するメディアなど）

９.メッセージの作成（想定文書など）

10.リスクコミュニケーションの効果検証

1 2

5 63

策
定
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

1 2

策
定
し
て
い
る

（

保
健
衛
生
部
局
で
策
定
）

策
定
し
て
い
る

（

他
部
局
で
策
定
）

策
定
準
備
・
計
画
中

（

保
健
衛
生
部
局
に
て
）

問10
貴自治体または保健衛生部局では、以下に挙げる健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報
提供・共有、広報活動など）について計画・指針を策定していますか。〔各１つに回答〕

5

5 6

1 2 3 5 6

3

5

6

1 2 3 5 6

1 2 3

5

6

1 2 3 5 6

1 2 3

6

1 2 3 5 64

1 2 3

1 2 3 54 6

策
定
準
備
・
計
画
中

（

他
部
局
に
て
）

4

4

4

4

4

4

4

4

問10－１ 策定済みの計画・指針には、下記の項目について記載がありますか。〔複数回答可〕

具体的に
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問10①～⑩のすべてで「５.策定していない」と回答された方にお聞きします

１．策定の必要がない

２．策定の優先順位が低い

３．策定の予算がない

４．策定の参考とすべき資料がない

５．策定を支援する助言者・有識者がいない

６．その他

Ⅲ. リスクコミュニケーションに関する人材確保・育成について

１．指定している

２．指定していない（他部局で指定している）

３．指定していない

１．指定している（１名）

２．指定している（２名）

３．指定している（３名以上）

４．指定されていない

１．任用している

２．任用していない（準備・計画中）

３．任用していない

問11
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）を担当する保健衛生部
局の担当課を指定していますか。

問10－２
計画・指針を策定していない（または既存の計画・指針にリスクコミュニケーションの記載が含まれ
ていない）理由を教えてください。〔複数回答可〕

問12
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）を担当する保健衛生部
局の担当職員を指定していますか。

問13
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）の担当者として専門職
（コミュニケーションや危機管理のスキルまたは資格を有する職員）を任用していますか。

具体的に

担当課の名称をご記入ください

担当者の職名（例：健康福祉局総務課長、福祉保健部保健政策課長など）を最大３名分ご記入ください
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１．定期的に実施している

２．必要に応じて実施している

３．実施していない（実施予定・計画中）

４．実施していない（未定）

問14で 「１．定期的に実施している」「２．必要に応じて実施している」 と回答された方にお聞きします

１．リスクコミュニケーションを含む危機管理全般

２．広報・コミュニケーション全般

３．ヘルスコミュニケーション（保健医療に関するコミュニケーション全般）

４．リスクコミュニケーション

５．メディア対応

６．その他

Ⅳ. 外部の専門家の関与について

１．関与する体制になっている

２．必要に応じて関与する体制になっている

３．基本的に関与しない

４．未検討

５．わからない

問15で 「１．関与する体制になっている」「２．必要に応じて関与する体制になっている」 と回答された方にお聞きします

１．公衆衛生（疫学・統計学を含む）

２．臨床医学

３．危機管理

４．広報・コミュニケーション

５．その他

問15で 「１．関与する体制になっている」「２．必要に応じて関与する体制になっている」 と回答された方にお聞きします

１．健康リスクに関する科学的知見の提供

２．メッセージ・記者発表資料等の作成

３．記者発表への同席・説明

４．住民の行動・反応の分析・評価

５．その他

問14
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）について職員の研修・
訓練を実施していますか。

問14－１ どのようなテーマの研修・訓練を実施していますか。〔複数回答可〕

問15－２ どのような内容について外部の専門家が関与しますか。〔複数回答可〕

問15
健康危機に関するリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）の実施にあたって、外
部の専門家が関与する体制になっていますか。

問15－１ どのような分野の専門家が関与しますか。〔複数回答可〕

具体的に

具体的に

具体的に
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Ⅴ. メディア対応について

１．はい

２．いいえ（計画・準備中）

３．いいえ

４．わからない

問16で 「１．はい」 と回答された方にお聞きします

１．自治体全体として定めている

２．保健衛生部局として定めている

３．その他

１．指定している（１名）

２．指定している（２名）

３．指定している（３名以上）

４．指定されていない

１．はい

２．いいえ

３．わからない

１．はい

２．いいえ

３．わからない

問16 健康危機に関するメディア対応に関する方針を定めていますか。

問16－１ 方針はどのような形で定めていますか。〔複数回答可〕

問17 健康危機に関するメディア対応を担当する保健衛生部局の担当職員を指定していますか。

問18
健康危機発生時に保健衛生部局として記者発表を行う基準（危機の種類や被害の程度など）を定
めていますか。

問19
健康危機発生時に首長が記者発表を行う基準（危機の種類や被害の程度など）を定めています
か。

具体的に

担当職員の職位を最大３名分ご記入ください
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①

②

③

④

⑤

Ⅵ. 新型コロナウイルス感染症に関連したリスクコミュニケーションについて

１．指定していた

２．指定していなかった

１．広報誌

２．テレビ（地上波）

３．インターネットテレビ

４．地元ケーブルテレビ・ラジオ

５．自治体ウェブサイト上のテキスト・画像

６．メールサービス

７．動画配信

８．ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）

９．その他

１．電話相談窓口・コールセンターの設置

２．メールサービス

３．ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）

４．ＡＩチャットボット

５．会議等の開催

６．来所・面接などによる個別コミュニケーション

７．その他

８．特になし

問20
以下の項目について、保健衛生部局として住民への「情報提供」および「記者発表」を行いますか。
〔ＡＢとも①～⑤について各１つに回答〕

Ａ情報提供 Ｂ記者発表

行
　
う

必
要
に
応
じ
て
行
う

行
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

行
　
う

必
要
に
応
じ
て
行
う

行
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

 管内で大規模地震（最大震度６強）が発生し、被災者が多数発生した 1 2 3 4 1 2 3 4

 管内の医療機関でエボラ出血熱の患者が確認された 1 2 3 4 1 2 3 4

1 2 3 管内の小学校で児童30名が原因不明の体調不良により救急搬送された 1 2 3

 管内の路上で放射性物質移送車両の事故があり、放射性物質が漏洩した 1 2 3

1 2 3

4

4 1 2 3 4

4

4

問21
リスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）を担当する保健衛生部局の担当課を指
定していましたか。

問22
保健衛生部局による住民向けの情報提供にあたり、どのような手段を用いましたか。
〔複数回答可〕

4 1 2 3 管内で集団食中毒が発生した

問23 保健衛生部局として住民からの意見を聴くためにどのような手段を用いましたか。〔複数回答可〕

担当課の名称を最大３つまでご記入ください

具体的に

具体的に
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１．基本的に首長が行った

２．必要に応じて首長が行った

３．首長は行っていない

問24で 「１．基本的に首長が行った」 「２．必要に応じて首長が行った」と回答された方にお聞きします

１．基本的に同席した

２．必要に応じて同席した

３．同席しなかった

問24－１で 「１．基本的に同席した」 「２．必要に応じて同席した」と回答された方にお聞きします

１．首長・副首長

２．議員

３．事務系職員（危機管理部局）

４．事務系職員（保健衛生部局）

５．事務系職員（広報担当部局）

６．公衆衛生医師

７．保健師

８．その他の技術系職員

９．関係機関（公的）の担当者

10．関係機関（民間）の担当者

11．外部専門家

12．住民代表

13．不明

14．その他

問24 新型コロナウイルス感染症について、首長が記者発表を行いましたか。

問24－１ 首長が記者発表を行う際に保健衛生部局職員の同席はありましたか。

問24－２ 同席者の具体的な職種についてご記入ください。〔文字記入〕

問25
首長が行う記者会見のメッセージの作成にあたってどのような方々が関与しましたか。
〔複数回答可〕

問26
新型コロナウイルス感染症のリスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動など）における、貴
自治体の組織・体制上の課題についてご記入ください。〔文字記入〕

問27
新型コロナウイルス感染症の経験をふまえて、リスクコミュニケーション（情報提供・共有、広報活動
など）について、貴自治体において新たに実施した・実施に向けて計画中の取り組みがありましたら
ご記入ください。〔文字記入〕

具体的に

- 9 -
49



Ⅶ. 本アンケート調査について

本アンケート調査にご協力いただきありがとうございました。

１．可

２．否

　アンケート調査の改善に向けて、対面またはオンラインにてヒアリングをさせていただきたく考えております。
　５月中のヒアリングの可否についてご回答いただけますと幸いです。

質問は以上で終了です。ご協力いただき誠にありがとうございました。

　本アンケート調査についてお気づきの点（内容、構成、分量など）などありましたらご指摘いただけますと
　幸いです。〔文字記入〕

ご連絡先のメールアドレスをご記入ください
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